
250億

200億

150億

100億

50億

0

300億
（円）

300億
（円）

0

歳入総額
274億4,689万円

歳出総額
268億4,624万円

R3年度R4年度R3年度 R4年度

農林水産業費 　　
　　（1.71％）　
4億5,897万円

商工費（2.18％）　
5億8,469万円

議会費（0.85％）　
2億2,836万円

諸収入（3.16％）
8億6,772万円

港湾費（1.50％）
4億396万円

地方譲与税（0.57％）
　1億5,707万円

総務費（14.96％）
　40億1,716万円

民生費（25.32％）
　67億9,733万円

教育費（14.78％）
　39億6,754万円

公債費（7.46％）
　20億192万円

衛生費（10.95％）
　29億4,091万円

土木費（6.21％）16億6,735万円

消防費（3.25％）  8億7,133万円

使用料および手数料（1.79％）
4億9,229万円

分担金および負担金（0.49％）
　1億3,358万円

寄附金（1.46％）
4億78万円

その他（4.87％）
13億3,602万円

市税（36.00％）
　98億8,027万円

国庫支出金（18.25％）
　50億754万円

地方交付税（11.83％）
　32億4,711万円

その他（6.15％）
　16億8,904万円

市債（9.26％）
　25億4,260万円

県支出金（6.17％）
　16億9,287万円

自
主
財
源

依
存
財
源

250億

200億

150億

100億

50億

諸支出金（10.83％）
　29億672万円

市
の
家
計
簿

　
市
民
の
皆
さ
ん
か
ら
の
税
金
な
ど
が
昨
年
度
ど
の
よ
う
に
使
わ
れ
た
か
、

令
和
４
年
度
決
算
報
告
、
令
和
４
年
度
決
算
よ
り
算
定
し
た
健
全
化
判
断

比
率
、
令
和
５
年
度
上
半
期
業
務
状
況
（
企
業
会
計
）、
職
員
の
給
与
・
定

員
状
況
を
掲
載
し
ま
す
。

令
和
４
年
度 
決
算
報
告

一
般
会
計

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
・
物
価
高
騰
対
策
に
重
点

市
税
を
主
な
財
源
と
し
て
、
学
校
、
道
路
な
ど
の
建
設
・
整
備
を
は
じ
め
、
福
祉
、
消
防
、
教
育
な
ど
市
の
行
政
運
営

の
基
本
的
な
経
費
を
計
上
し
た
会
計
で
す
。
令
和
４
年
度
決
算
に
つ
い
て
は
、
国
庫
支
出
金
や
地
方
交
付
税
は
減
少
し
た

も
の
の
、
市
税
や
市
債
の
増
加
に
よ
り
、
歳
入
は
前
年
度
か
ら
増
加
に
転
じ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
歳
出
に
つ
い
て
も
、
学

校
給
食
セ
ン
タ
ー
整
備
事
業
や
生
活
支
援
（
プ
リ
ペ
イ
ド
カ
ー
ド
）
事
業
に
よ
り
、
増
加
に
転
じ
て
い
ま
す
。
結
果
、
歳

入
・
歳
出
と
も
に
前
年
度
に
比
べ
増
加
と
な
っ
て
い
ま
す
。

令
和
４
年
度
の
歳
入
は
２
７
４
億
４
，６
８
９
万
円
、
歳
出
は
２
６
８
億
４
，６
２
４
万
円
で
、
差
し
引
き
６
億
６
５
万

円
と
な
り
ま
す
が
、
こ
の
中
に
は
翌
年
度
へ
繰
り
越
し
た
事
業
の
財
源 

1
億
２
，３
６
３
万
円
が
含
ま
れ
て
い
る
こ
と
か

ら
、
実
質
収
支
は
４
億
７
，７
０
２
万
円
の
黒
字
決
算
と
な
っ
て
い
ま
す
。

用
語
解
説

歳　
入

自
主
財
源
　
市
町
村
が
自
ら
の
手
で
徴

収
ま
た
は
収
納
で
き
る
財
源

依
存
財
源
　
国
や
県
か
ら
交
付
さ
れ
た

り
割
り
当
て
ら
れ
る
も
の
な
ど

市
税
　
市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
軽
自

動
車
税
な
ど

使
用
料
お
よ
び
手
数
料
　
施
設
や
サ
ー

ビ
ス
の
提
供
で
得
る
お
金

分
担
金
お
よ
び
負
担
金
　
保
育
所
や
施

設
入
居
者
の
負
担
金
な
ど

寄
附
金
　
ふ
る
さ
と
坂
出
応
援
寄
附
金

な
ど

そ
の
他
（
自
主
財
源
）　
財
産
収
入
、
繰

入
金
、
繰
越
金

市
債
　
道
路
や
学
校
な
ど
を
整
備
す
る

た
め
に
借
り
入
れ
た
お
金

国
庫
支
出
金
、
県
支
出
金
、
地
方
交
付

税�

、
地
方
譲
与
税
　
国
や
県
か
ら
交
付

さ
れ
る
お
金

そ
の
他
（
依
存
財
源
）　
利
子
割
交
付

金
、
地
方
消
費
税
交
付
金
、
ゴ
ル
フ

場
利
用
税
交
付
金
、
自
動
車
取
得
税

交
付
金
、
国
有
提
供
施
設
等
所
在
市

町
村
助
成
交
付
金
、
交
通
安
全
対
策

特
別
交
付
金
、
地
方
特
例
交
付
金
、

配
当
割
交
付
金
、
株
式
等
譲
渡
所
得

割
交
付
金
、
環
境
性
能
割
交
付
金
、

法
人
事
業
税
交
付
金

歳　
出

議
会
費
　
議
会
の
運
営
な
ど

総
務
費
　
総
務
、
企
画
、
財
務
、
国
際

交
流
な
ど

民
生
費
　
児
童
福
祉
、
高
齢
者
福
祉
、

障
害
者
福
祉
な
ど

衛
生
費
　
検
診
、
予
防
接
種
、
環
境
保

全
、
墓
地
整
備
な
ど

農
林
水
産
業
費
　
農
業
、水
産
業
の
振
興

商
工
費
　
商
工
業
、
観
光
振
興
、
消
費

者
や
労
働
者
の
対
策
な
ど

土
木
費
　
道
路
や
公
園
、
住
宅
の
整
備

な
ど

港
湾
費
　
港
湾
や
漁
港
施
設
な
ど
の
建

設
、
維
持
管
理

消
防
費
　
消
火
、
救
急
活
動
、
防
災
対

策
な
ど

教
育
費
　
学
校
、
公
民
館
、
図
書
館
な

ど
の
教
育
施
設
の
維
持
、
整
備
な
ど

公
債
費
　
施
設
整
備
な
ど
の
借
入
金
の

返
済

諸
支
出
金
　
過
年
度
支
出
、
特
別
会
計

繰
出
金
な
ど

本市におきましては、今後も
行財政改革を積極的に推進し、
限られた財源の中で「最少の経

費で最大の効
果」があげられ
るよう効率的な
市政運営を進め
ていきます。

令和4年度中に
市民1人当たりに使われた金額

（人口50,715人（令和5年4月1日現在）で算出）

費目ごとに見てみると…

○�内の矢印は令和3年度決算と比較した増減
を表しています。

（　）内の数字は令和3年度決算

総務費
79,210円
（64,030円）

民生費
134,030円
（146,621円）

衛生費
57,989円
（55,511円）

土木費
32,877円
（32,639円）

教育費
78,232円
（51,473円）

公債費
39,474円
（37,731円）

その他�（諸支出金、消防費、商工費など）
107,543円
（109,709円）

529,355円
（497,714円）
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特
別
会
計

企
業
会
計

特
定
の
歳
入
を
も
っ
て
特
定
の
事

業
を
行
う
場
合
な
ど
、
他
の
会
計
と
区

分
し
て
経
理
す
る
必
要
が
あ
る
場
合

に
、
法
律
や
条
例
に
基
づ
い
て
設
置
し

て
い
る
も
の
で
す
。
令
和
４
年
度
の
８

の
特
別
会
計
の
決
算
状
況
は
、
次
の
と

お
り
で
す
。

民
間
の
会
社
の
よ
う
に
、
そ
の
事
業
の
収
入
で
支
出
を
ま
か
な
う
独

立
採
算
事
業
で
、
本
市
で
は
下
水
道
事
業
と
病
院
事
業
が
あ
り
ま
す
。

会　計　名 歳　　入 歳　　出
国民健康保険 60億4,815万円 58億6,314万円
与島診療所　 617万円 617万円
港湾整備事業 1億5,237万円 1,068万円
王越診療所 1,082万円 1,082万円
坂出駅北口地下駐車場事業 4,535万円 4,535万円
介護保険 59億4,651万円 57億8,616万円
介護保険介護予防支援 5,807万円 5,807万円
後期高齢者医療 10億4,099万円 10億4,093万円

貸借対照表� （令和5年3月31日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 140億6,957万円 固 定 負 債 64億8,502万円
流 動 資 産 1億3,686万円 流 動 負 債 5億6,775万円

繰 延 収 益 54億5,274万円
資 本 金 15億2,784万円
資本剰余金 1億7,308万円

合 　 計 142億643万円 合 計 142億643万円
損益計算書� （令和4年4月1日〜令和5年3月31日）

費用の部 収益の部
営 業 費 用 7億5,289万円 営 業 収 益 4億3,266万円
営業外費用 8,055万円 営業外収益 4億78万円
特 別 損 失 0万円 特 別 利 益 0万円
当年度純利益 0万円
合  計 8億3,344万円 合  計 8億3,344万円

　有収水量　2,030,924㎥
貸借対照表� （令和5年3月31日）

資産の部 負債・資本の部
固 定 資 産 54億8,145万円 固 定 負 債 59億6,233万円
流 動 資 産 70億3,380万円 流 動 負 債 9億182万円

繰 延 収 益 11億9,693万円
資 本 金 20億1,125万円
資本剰余金 859万円
利益剰余金 25億8,101万円
評価差額等 △1億4,668万円

合 計 125億1,525万円 合  計 125億1,525万円
損益計算書� （令和4年4月1日〜令和5年3月31日）

費用の部 収益の部
医 業 費 用 64億1,542万円 医 業 収 益 63億5,065万円
医業外費用 3億6,266万円 医業外収益 14億9,861万円
特 別 損 失 3,979万円 特 別 利 益 1億3,437万円
当年度純利益 11億6,576万円
合  計 79億8,363万円 合  計 79億8,363万円

　延べ患者数　入院 54,777人　外来 135,351人

貸借対照表� （令和5年9月30日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 55億299万円 固 定 負 債 59億5,902万円
流 動 資 産 72億7,888万円 流 動 負 債 6億6,094万円

繰 延 収 益 10億7,408万円
資 本 金 20億1,125万円
資本剰余金 859万円
利益剰余金 32億7,746万円
評価差額等 △2億947万円

合  計 127億8,187万円 合  計 127億8,187万円
損益計算書� （令和5年4月1日〜9月30日）

費用の部 収益の部
医 業 費 用 31億2,316万円 医 業 収 益 34億2,807万円
医業外費用 1億8,269万円 医業外収益 6億38万円
特 別 損 失 2,742万円 特 別 利 益 127万円
当年度純利益 6億9,645万円
合  計 40億2,972万円 合  計 40億2,972万円

貸借対照表� （令和5年9月30日）
資産の部 負債・資本の部

固 定 資 産 138億9,236万円 固 定 負 債 64億8,502万円
流 動 資 産 12億3,920万円 流 動 負 債 15億9,646万円

繰 延 収 益 53億4,916万円
資 本 金 15億2,784万円
資本剰余金 1億7,308万円

合  計 151億3,156万円 合  計 151億3,156万円
損益計算書� （令和5年4月1日〜9月30日）

費用の部 収益の部
営 業 費 用 3億9,238万円 営 業 収 益 2億1,776万円
営業外費用 3,879万円 営業外収益 2億1,342万円
特 別 損 失 1万円 特 別 利 益 0万円
当年度純利益 0万円
合  計 4億3,118万円 合  計 4億3,118万円

下水道事業
令和4年度は、久米町二丁目、元町

二丁目などで下水道布設工事を行い、
処理区域面積の拡大を図りました。
令和4年度の業務実績は、処理区域

面積345.54ha（前年度比0.81％増）、
水洗化人口11,433人（前年度比
1.91％増）、有収水量2,030,924㎥
（前年度比0.46％増）となりました。
また、事業収支の状況は、営業収

益が4億3,266万円、営業費用が7億
5,289万円で、これに営業外収支など
を加えると、収支0円となっていま
す。

病院事業
令和4年度も中讃地域の第二種感

染症指定医療機関として中心的な役
割を担い、公立病院としての使命を
果たすべく病院運営を行いました。ま
た、医療機能、患者サービス、入院
環境の充実を図るため、ベッドサイ
ドモニタの増設、自動遺伝子解析装
置の導入などを行いました。
令和４年度の事業収支は、医業収

益が63億5,065万円(13.44％増)、医
業費用が64億1,542万円(2.76％増)
で、これに医業外収支などを加える
と、11億6,576万円の純利益となり
ました。

令和5年度上半期業務状況（企業会計）
病院事業 下水道事業

健全化判断比率

資金不足比率

本市の健全化判断比率は、全て基準を下回りました。

本市の資金不足比率は、全特別会計において、基準を下回りました。

Ｑ

Ｑ

令和4年度決算により算定した健全化判断比率などについて
平成19年6月に「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」が制定されました。
この法律は、健全化判断比率などの財政指標を設け、その比率に応じて早期（経営）健全化基準（イエ

ローカード）と財政再生基準（レッドカード）が定められています。
平成20年度（平成19年度決算）から健全化判断比率などを公表し、平成21年度（平成20年度決算）か

らは、健全化判断比率などのうちいずれかが基準以上の場合は、財政健全化計画などの策定が義務付けら
れています。
本市の健全化判断比率と資金不足比率は、下表のとおり、全て基準を下回り、本市の財政状況が「健全

段階」であることを示す結果となりました。
今後とも、行財政改革実施計画を着実に実行し、効率的な財政運営を行ってまいります。

基金と市債
坂出市の預貯金に当たる基金残高は、令和4年

度末現在、64億7,339万円となっています。
一方、借入金に当たる市債残高は、令和4年度

末現在、373億30万円（一般会計250億9,932万
円、特別会計1億409万円、企業会計120億9,689
万円）です。

  （単位　％）

健全化
判断比率

令和4年度
決算

早期健全化
基準

財政再生
基準 用　　語　　の　　説　　明

実質赤字比率 −
（▲3.35） 12.85 20.00 一般会計等の実質的な赤字額の標準的な収入に対する割合

（財政運営の深刻度を示す）

連結実質赤字比率 −
（▲53.10） 17.85 30.00 全会計の実質的な赤字額の標準的な収入に対する割合

（地方公共団体全体としての運営の深刻度を示す）

実質公債費比率 7.9 25.0 35.0 一般会計等の実質的な借入金の返済額の標準的な収入
に対する割合（資金繰りの危険度を示す）

将来負担比率 73.8 350.0 一般会計等が将来負担すべき実質的な負債の残高の標準
的な収入に対する割合（将来負担の程度を示す）

  （単位　％）

特別会計の名称 資金不足比率 経営健全化基準

病院事業 −（▲102.1）

20.0下水道事業 −（▲9.6）

坂出港港湾整備事業 −（▲658.0）

各公営企業の資金不足額
の事業規模に対する割合
で、経営状況の深刻度を
示します

資金不足比率とは

市民1人当たり	 預貯金	 12万7,643円
	 借入金	 73万5,489円

坂出市の財政状況は？

坂出市の預貯金と借入金はどのくらい？

※比率が算定されない場合は「−」で表示し、参考に黒字（資金剰余）の比率を「▲」で表示しています。

一般会計
企業会計

特別会計
基金合計
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